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論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 本論文は、韓国における団体行動権（争議権）を、その歴史的展開過程と、日本およびヨーロッパ諸国の法
状態との比較研究をふまえて、幅広い視点から分析し、かつ著者独自の解釈論を打ち出そうとする意欲的な研
究である。これまで日本では、韓国の団体行動権について、それをめぐる憲法・法令の規定や判例の状況を紹
介した研究が見られたが、本研究のように、歴史的視野と比較法的視野のなかに現行法制を位置づける研究は
存在しなかったといってよい。その点だけでも、本研究の独自の意義は十分に評価される。 
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 また、本研究は、韓国における団体行動が、憲法上の原則的保障にもかかわらず、憲法のその他の条項によ
って制限されていること、また、そうした憲法体系からみても違憲と評価せざるをえない法令が多数存在する
こと、さらに判例が単純なストライキさえ威力業務妨害罪とする、先進諸国に見られない態度をとっているこ
とを批判的に紹介、分析し、著者独自の見解を打ち出す。著者の見解の特徴は、団体行動権を社会権とみる韓
国の通説に反対し、その自由権的性格を強調する点、団体行動の適法性の範囲を憲法上の「団体行動」概念に
該当するかどうかで決しようとする点にある。韓国において、団体行動に対する対応措置として、なお刑事弾
圧が重要な役割を果たしていることを考えるならば、団体行動権の自由権としての性格を強調することの重要
性は明らかであり、また団体行動の適法性の範囲をまず何よりも憲法次元で判断しようとする著者の提案にも
うなずけるものがある。 
 もっとも、こうした主張に対しては、団体行動権の自由権的性格から、刑事免責はともかく民事免責まで導
けるのか、といった疑問を呈することができる。また、団体行動の適法性を憲法次元で判断するといっても、
それが実力をともなうものである場合、結局は違法阻却説の場合と同様の具体的諸事情の判断に踏み込まざる
をえないのではないか、という反論も可能である。こうした論点に関する本論文の理論的検討は必ずしも十分
とはいえない。また、憲法における団体行動制限規定に対する著者の批判は、何によって法的に根拠づけられ
るのかも問題となりうる。 
 こうした点において、本論文が突っ込み不足の面を持つことは否定できない。にもかかわらず、本論文は韓
国の団体行動権をめぐる法および理論の状況についての情報提供の面においてのみならず、団体行動権を歴史
的、比較法的視野のなかに位置づけて検討した研究として、さらに、韓国の通説に正面から挑戦する意欲的な
解釈論的研究として高く評価しうるものである。 
 以上のことから、審査委員全員一致で、博士論文として合格と判定した。 
